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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）  

 

 

中国の人的資源産業、2兆元規模へ 

20 年までに、トップ企業 100 社前後育成
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■ 中国の人的資源産業、2 兆元規模へ 

中国国家人力資源・社会保障部は『行動計画』を発

表し、国際的に著名な人的資源サービスブランドを呼

び込むと同時に、中国国内の人的資源サービス機関

の走出去（海外進出）を奨励する方針を打ち出した。 

専門化、情報化、産業化、国際化された人的資源サー

ビス体系の構築を目標として、2020 年までに人的資源

サービス産業規模を 2兆元規模に引き上げ、リーディ

ングカンパニー100 社前後、従事者 60万人、トップ人

材 1万人前後の育成を目指すという。 

 

『人力資源サービス業発展行動計画』 

 『行動計画』は、国家重大戦略をめぐり、人的資源

サービス産業の発展における重大問題とカギとなる部

分で、「基幹企業育成計画」、「トップ人材育成計画」、

「産業パーク建設計画」、「‘インターネット＋’人的資源

サービス行動計画」、「信頼テーマ創設行動」、「‘一帯

一路’人的資源サービス行動」の「三計画」と「三行動」

を実行する必要があるため、具体的な行動計画の実

施を通じ、発展環境の整備と市場主体の育成や業態

イノベーションを進め、開放協力を加速するという。 

 

『行動計画』実行 4項目 

（１）組織指導者を強化し、各地の発展計画に盛り込 

み、人的資源サービス業の発展を統一的に計画す 

ること。 

（２）計画実施プランの策定と指向的な政策措置の発 

表を合わせ、条件を満たす地方に特別プロジェクト 

資金を投じ、重点分野と不足部分に対する支援を行 

うこと。 

（３）国務院の「放管服（行政の簡素化、サービス水準 

の向上）」改革の要求を実行すること。 

人的資源サービスの審査手続きの簡略化と合理化 

を進め、サービスの利便性を高めること。 

（４）宣伝による誘導を強化すること。政務ミニブログの 

利用や微信（ウィーチャット）、携帯アプリなど新メデ 

ィアの利用を検討し、宣伝の有効性と影響力を高め 

ていく。 

 

 

■ 京東、北京に無人コンビニオープン 

ネット通販大手の京東集団が全国で初めて展開す

る無人スーパー・無人コンビニが、北京経済技術開発

区にある京東本社ビルにオープンした。 

商品が棚から動くと自動的に感知するスマート商品

棚、商品を置くと自動的に識別して重さを量り値段を

計算するスマートレジ、オーナーが「寝たまま」でも店

内の在庫状況を把握する商品管理カメラなどの科学

技術が応用されている。 

会計では、計量が終わっていない果物や野菜を買っ

た場合に自分で重さを量る必要はなく、画面で操作し

たり QR コードをスキャンしたりする必要もなく、商品

をすべてスマートレジに置けば、自動的に顔認証によ

って支払いが終わるようになっているという。 

無人スーパーでは、商品を選んだ後でレジに行く必要

もなく、商品をカバンに直接入れても構わない。 

レジ通路を通れば、商品は自動的に識別されて会計

は終わるという。 

 

■ 中国の旅行会社、海外進出を加速 

中国観光研究院によると、2016 年の中国企業によ

る海外ホテルへの投資額は 100 億ドルを上回った。 

中国最大のオンライン旅行会社シートリップ（携程）は 

昨年、在米中国系旅行会社 3社と戦略的投資提携を

結び、北米観光市場に本格参入した。 

4 社との提携により、訪米中国人旅行者のうちシート

リップの取扱人数は年間 100 万人と、実に訪米旅行

者の 3人に 1人がシートリップの取り扱いとなった。 

2015 年には、国有ホテル大手の錦江国際集団が欧

州大手の格安ホテルグループを買収したほか、開元

旅業集団が 1050 万ユーロで独ゴールデン・チューリ

ップ・ホテルを買収。大手コングロマリット復星国際が

仏リゾート運営クラブメッドを買収、大手デベロッパー

富華国際集団が 1.3 億豪ドルで豪パーク・ハイアット

を買収、国有旅行会社大手の中国港中旅集団が 4

億英ポンドで英ホテル 55軒を買収など、投資事例は

枚挙にいとまがない。 
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■ 中国、新設企業毎日 1.6 万社誕生  

中国国家工商総局のデータによると、今年 1-3 四

半期、中国の新登録企業が 451 万社に達し、前年同

期比で 12.5％増となった。一日当たりの新設企業は

1.65 万社と、比較的速い伸びを維持した。 

企業の新規登録の勢いは強く、中国の双創（大衆に

よる創業・イノベーション）が黄金期に入っている。 

今年、中国ではネット経済、デジタル経済、共有経済

などの新産業、新業態が勃興・発展し、新技術・新産

品・新サービスが不断に現れ、1-3 四半期、新興サー

ビス業の発展は急速成長を遂げた。 

教育、科学研究・技術サービス、文化・体育・娯楽とい

った現代サ－ビス業が比較的速く発展し、営業収入

の伸び率は前年同期比でそれぞれ 40.5％、24.5％、

17.9％に達している。 

国家工商総局の于法昌報道官は、「全体的に見て、

企業の力活気に満ちた発展は、マクロ経済好転傾向

と一致し、マクロ経済とミクロ経済の相互促進という良

好な局面を形成している」と指摘している。 

企業新登録数の急増は、商事制度改革と密接に関わ

っており、2014 年の商事制度改革実施以前、中国の

一日当たりの企業新設数は 6900 社に過ぎなかった

が、改革実施 3年後は約 3倍に増えている。 

 

■ 中国、雄安新区の支援方針を発表 

中国国家工商総局は先ごろ、『河北雄安新区建設

支援に関する若干の意見』を発表した。雄安新区建

設のニーズにもとづき、改革・革新と政策試行先行実

施の原則に則った支援方針を明らかにした。 

『意見』によると、企業名称への「雄安」という文字の

使用承認に対し、法にもとづく特別な保護を行う。 

雄安新区工商・市場監督管理部門は、「河北雄安」を

行政区画として使用でき、企業名称行政区画登記管

理の関連規定を参照して雄安新区に住所がある企業

は、「河北雄安」の文字を社名に使用できる。 

また、雄安新区の商標・知的財産権などの保護強

化、商標登録での「雄安」の文字保護、地名や地理を

示す商標などの著名ブランドの保護拡大を進め、知

的財産権と企業の合法的権益を侵害する行為を取り

締まることで、商標権を適切に保護する。 

また、雄安新区の「証照分離」（営業許可証と経営許

可証の分離）という改革措置の試行を後押しする。 

 

 

■ 日本、快適さが起業意欲を減少か？ 

世界のユニコーン企業（企業評価額 10 億ドル以上

のベンチャー企業）145 社のうち、日本の企業は 1社

もないという。2015 年、日本で新しく立ち上げられた会

社が得たベンチャーキャピタル基金は約 10億ドルだ

ったのに対して、米国は 590 億ドルだった。 

日本政府は現在、国民に起業するよう奨励している

が、政府からの援助があるにも拘わらず、日本の起業

率は 4％と、欧米諸国の半分にも達していない。 

 

高齢者の起業化意欲は増加 

日本生産性本部が新入社員を対象に実施した調査

では、「社内で出世するより、自分で独立して起業した

い」と考える人が減っており、03 年は 31.5％だったの

に対して、16 年には 10.8％にまで減少したという。 

新しく会社を立ち上げた企業家を見ても、30 歳以下は

減少、30 年前の 57％から 36％にまで減っている。 

同調査では、新入社員である若者が自分で会社を立

ち上げることを望まない傾向が、ここ約十年で最も強く

なっていることを示しているという。 

一方、高齢者の起業意欲は若者より高く、起業家のう

ち、60 歳以上の高齢者が増えているというのが近年

の日本の新たな動向となっている。 

日本経済産業省・中小企業庁の報告によると、30 年

前と比べて、高齢者が起業家に占める割合は 8％上

昇しているという。 

 

日本政府のシニア起業家支援策 

日本総合研究所は、「高齢の日本人は、自分の知

識や経験を仕事で効率よく活用し、充実した晩年を送

りたいと考えている。また、高齢者は若者に比べて起

業に使える資金も持っている」と分析している。 

日本政策金融公庫の調査では、シニア起業家が従事

している主な分野は、コンサルティング、飲食業、旅館

業などで、自分の仕事経験を活用し、顧客にマネジメ

ントコンサルティングやその他の企業サービスを提供

している場合が多い。一方、自分の本職とは関係のな

い分野に従事している人も 4分の 1 いる。 

また、日本政府は、助成金制度などの対策を講じて、

シニア起業家をサポートしている。例えば、60 歳以上

で、高齢者を従業員として雇用する会社を立ち上げる

場合、最高で 200 万円の助成金を支給するプロジェク

トを行っているという。 
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内田総研・Ｇｒｏｕｐは、日本企業の中国市場での販売を支援する 
ため、中国の越境ＥＣモールに「日本館」を開設しました。 
内田総研が開発した新越境ＥＣモール「日本館」は、中国で爆発的 
に広がっているＷｅＣｈａｔのモバイル通販と保税特区を活用し、日本 
に居ながら中国市場での販売、日本で円決済できる販売方法です。 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

株式公開コンサルティング 
 

● 上場計画の立案、上場コンサルティング 

● 企業診断、経営改善コンサルティング 

● 上場を実現するための企業成長支援 

 

フランチャイズ展開支援 
 

● 中国での商業特許経営許可取得申請 

● フランチャイズに関する経営戦略の構築 

● 中国での販売、ブランド戦略の構築 

 

日中「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「環境・省エネ事業」 
 
● 日本環境技術の中国での事業展開支援 

● 日本省エネ技術の中国での事業展開支援 

● 日本企業の中国でのＭ＆Ａ構築支援 

税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市朝陽区南新園西路 8号 龍頭大廈北棟２Ｆ    ＴＥＬ/ＦＡＸ  (10)6732-9852 （代表) 

東京事務所： 東京都足立区西新井栄町２－９－５ Ｋハイム       ＴＥＬ (03)3898-1422   ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 中日韓企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

越境ＥＣネット販売 
 

● 越境ＥＣ「日本産品館」 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売等との並行 

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

健康食品等の「セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

龍頭大廈 ホテルフロント 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

内田総研・北京Ｍ＆Ａセンター 

 受付 

内田総研・北京コールセンター 

漢方医講師 「健康セミナー販売」 

 

内田総研の販売支援スキーム 

 

 

 

越境ＥＣ＋ 「テレビショッピング」 

 

 

越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 

新越境ＥＣモール  「日本館」 

 

新越境ＥＣモール 「大福易商」 

跨境通 

http://jp.freepik.com/free-photo/callcenter-office_386205.htm
http://img.enfactory.jp/profile/pf/img/library/l/1324405384.jpg

